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　アイエックス・ナレッジが着実に事業シェアを拡大して行く経

営戦略の中で、IK-NETは、コンパクトな事業規模により機動力

を発揮した事業推進が可能です。このため、IK-NETにおいて

成功した、もしくは応用できるビジネス・モデルをIKI本体が更に

付加価値（ヒト・モノ・カネ）を付けて経営戦略の中で採用して

もらうことが役割と考えています。�

　IK-NETの事業戦略としては次の3つが挙げられます。�
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�

�

�

�
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■特化した業務領域でのシステム開発から保守・運用に  �
　ついて�

・ 現在取引のある通信業、旅行業顧客の販売管理から会計処

理までのシステム開発から保守・運用業務の更なる顧客満

足度を向上してアウトソーシング事業化を目指す。�

・ その先は今後ますます発展するホスピタリティ産業の中にIT

ベンダーとして参入すること。そのために業務ノウハウを蓄積

している。�

■人材資源（エンジニア）採用・調達について�

・ 事業を成功する上で最大課題は人材資源の安定採用が必

要とされる。�

・ 鉱物資源を例にとると、最初に資源発掘調査でこれは国内の

転職希望者のどこにターゲットを絞るのか、また海外（中国、

ベトナム、インド）からの国内就労希望者のどこにターゲットに

絞るのか。�

・ 発掘作業ではネットワークでの採用方法をどの様に行うの

か。研磨・加工・製品実用化は人材研修をどの様に行うの

か。この採用については専門家の支援も頂き成功モデルを

模索する。�

・ 3年先の目標設定としてIKIグループ人員構成として10％は中

途採用での人材補強できることを狙う。�

�

■他社との協業化の促進について�

・ 業務改善を中心とするコンサルタント会社との協業化をより

推進する。�

・ 小規模ながら業務特化したソフトウェア会社との協業化を

推進する。�

・ 将来にIKIグループに参加するソフトウェア会社の発掘活動も

行う。�

・ コンサルタント会社との協業での大型案件受注の成功事例

もあり、実績を積み重ねて信頼関係作りが必要。�
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■ジャパニーズ・マネジメント�

　ここで、会社成長の要素について改めて考察してみます。�

1980年代に米国で注目された日本型経営「ジャパニーズ・マネ

ジメント」については、一般に終身雇用制、年功序列、企業内

組合がベースの経営法として、今はあまり評価されていません

が、企業目的に対する運命共同体の理念・勤勉さ、会議でのコ

ンセンサスからの意思決定の稟議制度、協同集団による分業・

共同執務体制での仕事の進め方などは現在でも必要とされる

要素だと思います。�

　米国でもニュー・ジャパニーズ・マネジメントとして、ケイレツ

（アライアンス、系列）、スキル・ナレッジ・ペイ（職能給）、ター

ゲット・コスティング（コスト管理）、JIT（ジャスト・イン・タイム）、

QCサークルなど企業内学習として行われていると言われてい

ます。�

�

■インドのIT成長企業に学ぶ�

　また、かつて日本のＩＴ業界は米国に10～20年位の遅れを

とっており多くのIT視察研修団が勉強に行ったものですが、こ

れからはインドのＩＴ成長に学ぶべき要素が多くあると思います。

インドは人材資源が豊富で、個人が学習することでＩＴ技術者の

将来が開けることと、インドのＩＴ上位企業の社員研修費用が多

い（売上の10％を人事研修費用としている企業もあるとのこと

です）。�

�
◇◆◇�

　最後に、会社の将来を作るときは過去を学び、コツコツと物事

を積み上げて行く事が肝心です。個人においても3～5年先に

ゴール（目標）を設定して進んでいくことの必要を感じています。�

　子会社、アイケーネット株式会社（IK-NET）は、アイエックス・ナレッジ（IKI）グループのいわば“フォワード”のポジションに位置

し、新しい事業領域を切り拓くＳＩ集団として期待されています。同社は、情報システムのコンサルティング、開発を行うSIerとして

2004年5月にＩＫＩと株式会社アクロネットの共同出資（IKI49％、アクロネット51％）により設立されましたが、2006年2月に当社90％

出資の子会社に変わり、グループ連峰経営の一翼を担う存在となりました。今回は、IK-NETが進める事業戦略・方向性について

同社の安藤準一社長から寄稿してもらいました。�

IK-NETのチャレンジ戦略�

グループの�
“事業開拓フォワード”として�

〔寄稿〕代表取締役社長 安藤 準一�

グループの中でIK-NETが果たす役割�

会社成長のキーワード（今忘れていること）�
�

①特化した業務領域でのシステム開発から保守・運用
業務までを行う�

②人材資源（エンジニア）の採用・調達�

③他社との協業化の促進�

【売上目標】 2008年3月（第5期）　10億円�
 2009年3月（第6期）　14億円�
 2010年3月（第7期）　17億円�
【経常利益】売上の10％を目標とする�

連峰経営の新たな展開■�3

余 録
　司馬遼太郎の“坂の上の雲”を読み直しています。

これで４回目ですが若い頃に比べると読む速度が遅く

中々進みません。とても人生の生き方の参考になる人

物が多く登場します。�

　その中に自分を発見します。秋山好古、秋山真之、児

玉源太郎、大山巌、東郷平八郎など。日本人の個人の

成長と責任感が国の成長に繋がる時代です。�

　最近は藤沢周平の世界にも入ってきました。“蝉し

ぐれ”、“たそがれ清兵衛”

江戸時代の地方藩の下級武

士の滅私奉公の生き方に感

銘を受けます。忘れていた

ことが思い出されます。�

アイエックス・ナレッジ� アクロネット�

IK-NET

◎経営指針�

◎財務目標�

出資�

①新しいサービスメニューでの売上・収益の増加を狙う�

②特化した営業・システム開発チームづくりを目指す�

③エンドユーザー顧客からのシステム保守・運用業務
受注を目指す�

・ 売上の伸び率は受注している業務システムのノウハ
ウ横展開での増大とシステム保守・運用の受注増を
狙う。�

・ 経営課題は、人材採用で特に過去に失敗経験があ
り、なおかつチャレンジ精神を持った苦労人SEを多
く採用したい。�

IK-NETのポジション�
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官民とも�
監査レビューの遂行を�

～セキュリティはＩＴ信頼性の要諦～�
安藤社長、春日最高顧問が聞く！�

ゲスト 大塚 寿昭氏�
 前総務省CIO補佐官�

あす�への対談�への対談� あす�への対談�への対談� への対談�への対談�

　今回は、ＩＴの世界で今日最大のテーマとなっているセキュリティのオーソリティ、大塚寿昭・前総務
省ＣＩＯ補佐官にお話を伺いました。出身の日本ＩＢＭでの経験を含め、テーマは官民のシステムの信
頼性を中心に多岐にわたりました。�

政府ＩＴ調達の機能強化�
へＰＭＯ発足�
�

GUEST PROFILE

1972年慶應義塾大学商学部卒、日本アイ・ビー・エム
（株）入社。システムエンジニア、金融機関スペシャリ
スト、システム課長などを歴任。主に金融オンラインシ
ステムの設計・開発に携わり、都市銀行の第３次オン
ラインの全体設計を担当。91年 システム・コンサルタ
ントとして独立。99年から企業情報セキュリティの分析・
設計コンサルティングを開始。2003年BS7799/ISMS
リードオーディターコース修了。同年から07年4月まで
総務省CIO補佐官。高知県出身、58歳。�
経営情報学会、Computer Security Institute（正会
員）、日本セキュリティ・マネジメント学会、日豪文化交
流協会（理事）、（財）国際平和協会（評議員）、日本
ベンチャー学会など所属。�
著作は「コーポレート・セキュリティ」（ダイヤモンド社刊）、
「インターネット・セキュリティ超入門」（産業能率大学）
など多数。�

大塚 寿昭（おおつか・としあき）�

ＩＴを戦略的に生かす�
“黒衣”ＣＩＯ�

�

�

�

安藤 ： 本日はお忙しいところを有難うございま

す。大塚さんは情報セキュリティの世界を中

心に大変有名な方ですが、ここで簡単にご

経歴など自己紹介をお願いできますでしょうか。�

大塚 ： 私は、昭和24年生まれで、ＩＴに関して

は、初期の汎用コンピュータシステムからずっ

と携わり、もう30数年になります。日本ＩＢＭに

入って、主に銀行のシステムの開発を担当し、

日本ＩＢＭを退職後独立したコンサルタントと

して色々な仕事を行ってきましたが、4年前

からことし3月まで総務省ＣＩＯ補佐官として

政府のITの最適化や情報セキュリティ関係

などに携わりました。�

春日 ： 大塚さんはシステムの信頼性の問題の

大家だというので、きょうは楽しみにしてまい

りました。その話しに行く前に、政府調達の

問題についてちょっと伺いたいのですが…。�

大塚 ： はい。�

春日 ： 政府調達というのは、プライムコントラク

ターとかサブコントラクターを通じて、私ども

独立系の中堅クラスの情報サービス企業に

も仕事が漸次及んできます。そこで、政府調

達の当事者の姿勢が発注者と受注者との

間でしっかりしていれば、それが構造的にだ

んだん下のほうに及んでくるという期待感が

あります。総務省というのは政府調達の、い

わば要の部分の役所です。発注側のCIO

補佐官としてご覧になった、その印象・感想

をお聞かせください。�

大塚 ： 総務省というのはユーザーであります

が、ユーザーとしてのＩＴに関するプロフェッ

ショナリティは些か脆弱なところがあります。

これは総務省に限りませんが、１つの要素は

内部の要員あるいは組織です。つまり、ユー

ザーでＩＴに接する人や組織の問題ですけ

れども、そのプロフェッショナリティが下がっ

てきている本当の理由は、人が次 と々入れ

替わっている。ここに原因があると思います。

私は府省全体の補佐官連絡会議などで、「問

題だ問題だ」というならきちんと改善の方策

を作るべきと言ったのですが、「いや、それ

は人事の問題が絡んでいますから」と言って、

言い訳をなさるのです。では、人が入れ替わ

るということであるなら、組織として存在して

組織がユーザーとしてのプロフェッショナリティ

の機能を果たすようにする。人が入れ替わっ

ても組織の機能は継続性があるという方向

へもっていったらどうかということで、実は昨

年度からすべての府省にPMO―これはプ

ログラム・マネジメント・オフィス（Program 

Management Office）というのですが―こ

れが発足しました。ここはいまのところ外部

の力をたくさん使って、いわゆるPMOの機

能を８割方は果たさんとしています。�

安藤 ： その辺はアメリカの場合は、非常にスマー

トにうまくいっているように見えるのですが。�

大塚 ： いや、一般的にはそう見えるかもしれま

せんが、実はあまり差はないのです。�

安藤  ： そうですか。�

大塚 ： 数年前になりますが、伊豆の天城で米

国のIBM本社からアメリカの連邦政府の

EA（Enterprise　Architecture）を担当し

たチームの６～７人が来て、日本の政府ＣＩＯ

補佐官たちと合同合宿がありました。それで、

「どうだ？」と聞いたら、あちらも「やはり縦割

りなんだ」という話でした。ただ2000年代に

入ってホワイトハウスの中に大統領直属の

OMB（Office of Management and Budget）

ができました。ここが、実は連邦政府全体の

ＩＴの調達に関するすべてのマネジメントを

やるということです。�

春日 ： OMBがそういう権限を持つわけなんで

すね。�

大塚 ： はい。OMBは、各政府機関から上がっ

てきた調達要求に対して予算執行を留保

する権限があります。これが３年ぐらい前か

らボツボツ働き出したかなあという感じはし

ますね。�

安藤 ： 聞くところによると、たとえばアウトソーシ

ングをしますといったときに、アメリカの場合

ですと複数年で契約が入ってくるケースが

多いですね。その点、日本の場合は単年度

で入札していく。継続性という意味のプロフィッ

トが、民間企業は非常にやりにくい環境にあ

ります。�

大塚 ： それはあります。先ほどの人材の問題

に続いて、そのような単年度予算の問題が

あります。実は複数年度契約を、経済産業

省の中で実験的にやろうじゃないかというこ

とで実施してきているはずです。実質、単年

度ではない情況というのもあります。ユーザー

側である政府機関の職員の文化というか意

識がまだあまり変わっていないという感じは

しますが、実際、大型のプロジェクトなどは２

年３年平気でかかるわけです。現場も、実質

上は単年度でありながら単年度でない予算

運用みたいなことはできてはいます。�

�

�

�

�

春日 ： もうひとつ問題として、年金のシステムに

ついていろいろと聞いていますと、要するに、

継ぎはぎでやっているのでどうしてもシステ

ム上の不整合が随所に出るんですね。社

保庁のシステムにもうちょっと密接な立場の

方が出てきて、世論が厳しかろうと、これか

ら２年計画３年計画でシステムをこういうふう

に是正していかなくてはいけない、それには

立法なり政治の力も必要です、ということを

きちんと説明したらいいと思うのです。大元

である所轄官庁やCIOの方々がもう少し前

面に出たらいいなあと思って見ているので

すけれども、無理なんでしょうか。�

大塚 ： いわゆるCIO補佐官というのはラインで

はないのです。だから内部に対して直接の

指揮権、あるいは外部に対して直接その省

を代表して語る権利というのはないのです。�

春日 ： ああ、そうですか。いわゆる黒衣でなく

ちゃいけないんですか。�

大塚 ： ええ。黒衣でなくちゃいけないんです。

これがいまの限界ではあります。ただ、CIO

と指名された人はいるわけです。たとえば総

務省の場合は官房長です。経済産業省は

事務次官です。�

春日 ： その人がしっかり把握して理解できて

いればいいのですけれども（笑）。�

大塚 ： （笑）あるいはお役目として発表してく

ださればいいのですけれども。いままでの、

特に大型の省庁というのはあまりそういうこ

とはやっていませんね。その点がまだ……。

民間企業ではCIOというのはだいぶ浸透し

てきました。�

春日  ： そうですね。�

大塚 ： 官公庁はCIOの位置づけとか意味づ

けに関してまだ民間ほど認識は高くない、と

もいえると思います。�

Knowledge Report vol.143 Knowledge Report vol.14 4



への対談�への対談� への対談�への対談� あす�への対談�への対談�

春日 正好（かすが・まさよし）�
アイエックス・ナレッジ（株）最高顧問�

安藤 文男（あんどう・ふみお）�
アイエックス・ナレッジ（株）代表取締役社長�

部分最適重ねても�
全体レベル上がらない�

春日 ： ナショナルなシステムはこれからまだまだ

重要度を帯びてくる中で、もっともっとCIOが

尊重されるような、ある意味で権限を持つよ

うなカルチャーも必要ですね。�

大塚 ： そうですね。民間ではＩＴをどう経営に

戦略的に生かすのかが重要です。CIOは、

特に先進的な企業で、業界を問わず重要

視されてきています。�

春日 ： お伺いする情況ですと、大塚さんは四

面楚歌の中でずいぶんご苦心なさったんじゃ

ないかという気がします。�

大塚 ： うーん。ただ、役所のいままでの経過と

か仕組みというのも、中にいると理解してし

まう部分もありますね。言葉は悪いですけれ

ども“霞が関の掟”にまったく反するのでは

なくてその中でどう解決していくかということ、

霞が関の文化をこちらに少しずつもっていく

という思いでいました。なにしろ時間がかか

ります。ふつうの大企業や民間のまともな企

業が２年ぐらいでやるところを５年から７～８

年かかるなあという感じはありますね。ただ、

たとえば３年経ってみると、ああ、ちょっと来た

ね、という感じはありますよ。止まっているの

ではなくてきちんと追ってはきます。�

春日 ： 内部には優秀な方がいっぱいいますも

のね。�

大塚 ： そうですね。それからもう１つ、いわゆる

政府機関が民間と違うのは、民間はどうして

も利益を残していかないと、その組織体自身

の存在がなくなってしまうという危機感が常

にあります。政府機関というのはそれがあり

ません。そのへんのモチベーションをどうし

たらいいかわからないのです。そうした危機

認識がないと、ＩＴをどう戦略的に生かすか

というのはありえないと思います。そうすると

やはり、強い権限を持って引っ張る組織が

要るかなあと思います。先ほどPMOという

のを各省庁に作ったと言いましたが、それら

を束ねるGPMO（Government Program 

Management Office）というのが実は昨年

度同時にできました。ただ、霞が関の文化で

もありましょうが、GPMOがいきなり権限は持

てなかったのです。本来でしたらGPMOは、

霞が関全域のＩＴのディレクターといったら

いいんでしょうか、いわゆるコントロールタワー、

ガバメントオフィスになろうかというものなので

すが。�

�

�

�

�

安藤 ： ところで大塚さんは、民はもちろん官の

システムも含めて広く携わってこられたので

すが、目下の関心、視点としてはどのようなと

ころに？�

大塚 ： 個人的にはいろいろ……。どちらかとい

うとセキュリティにウェイトを置いた仕事をし

ていきたいと思います。というのはＩＴの世界

も、プロジェクトマネジメントとか、私が経験し

てきてまだ貢献できると思う分野も民間もひっ

くるめてたくさん課題が残っているので、そ

ちらにも少しはタッチしていこうと思っています。

プロジェトクトマネジメントの分野では最近そ

れなりにいろいろ立ち上がっているし、人もま

あまあ出てきています。セキュリティはまだな

かなか数も少ない。どちらかというと、セキュ

リティのことというのはまだ影の要素といった

らいいのでしょうか、投資対効果からいうと

保険みたいなものじゃないですか。�

春日 ： そうですね。まだ後に置かれているよう

な感じがありますね。�

大塚 ： ええ。保険料というのはたくさん払って

も事故が起きないとあまり意味がないという

ものでもありますけれども。端的な言葉でい

うと、そういう位置づけに見られてしまってい

ます。�

春日 ： まして、セキュリティという言葉１つをとっ

ても、非常に局所的な対応もあれば幅広い

マクロ的な対応もありますが、部分最適をい

くら重ねていっても全体のレベルが上がらな

いということもあります。�

大塚 ： そのとおりですね。実はセキュリティとい

うのは、最初の話題でありました信頼性とけっ

こう重なります。ここまでがセキュリティでここ

までが信頼性という区分けはないと、私は思

います。�

　信頼性の一環としてセキュリティがあると考

えていったほうが、むしろ世の中に受け入れ

られやすいかと思います。ＩＴの世界でのビ

ジネスでいいますと、2000年代に入ってセキュ

リティがブームでした。2005年ぐらいから去

年の前半ぐらいまでにだいたい行き渡って

しまいました。そのときの様子を見ていると、

要はファイアウォールでありウィルスであり、そ

れから多少、情報漏洩問題。ウィニーとかで

すね。個別対処です。ベンダーもそうです。

そういう人たちが、これで大丈夫です、という

ビジネスをやってきたのです。�

春日 ： そうすると、どうしてもイタチごっこになっ

てしまいます。�

大塚 ： そうです。イタチごっこになるというのは

仕方ない、という言い方をしていましたけど、

それは本当はプロの言葉ではなくて、要は

全部やりたくないから個別にやっていたとい

うところです（笑）。このへんが危なかったら

ここだけやる、という感じですね。�

�

�

�

�

大塚 ： 話が散らばってしまうかもしれませんが、

ヨドバシカメラさんというのは大変成長されま

したね。一方、十数年前は経営規模も業態

もほぼ同じだったある量販店チェーンは、最

近不振が続き、ついに別の大手の傘下に入

りました。この差は実はすべてＩＴなんです。�

この業界は商品の入れ代わりが非常に激

しいじゃないですか。それから小売りとして

非常にパワーを持っているから、いろいろなメー

カーから、うちの製品を置いてくれ、というの

がありますね。商品点数のバリエーションも、

数万点というようにべらぼうに多いです。た

とえば新たな提案が来た、あるいは商品を

見つけた。で、それらの商品を店頭に出す

までにどのくらい短い時間でやるか、が勝負

になるわけです。商品をどこに置くとかどの

くらいの量を最初に仕入れるかを決定する

のは、ものすごいスピード勝負なんですね。

なおかつ今度は店頭から下げる商品をどう

するかとか、取り扱わないものをどうするかと

いうこともあります。�

ヨドバシさんはＩＴで、新商品をやるぞと決め

た瞬間に漏斗の上にポンと投げたらダーッと

流れるようにしたのです。たとえば経理上の

処理のための商品コードとか取り扱いのな

んとかって、いろいろあるじゃないですか。�

安藤  ： ありますね。�

大塚 ： そのようなのをいちいち経理部長の承

認を取ってというプロセスをやっていると、ゴー

サインを決めて店に並ぶまでに３か月かかり

ます。これを１か月以内にやるためにすべて

コンピュータで対応しようじゃないかと。�

安藤 ： 仕入れのあと、ロットですよね、どのくら

い売れるかという予測ですよね。�

大塚 ： ええ。で、当然、実績を反映しながらやり

ます。実は店頭の商品切れをなくすために、

一定の水準に来たら８時間以内に店頭にき

ちんと供給するという目標を立てたんですよ

（笑）。これは大変なやり方なんですけれども。�

春日 ： 当然ながら、それをやることこそが競争

力の源泉だというしっかりした認識が経営

者になければできませんね。�

大塚 ： そうです。だから経営に差が出たんで

すよ。これはＩＴの力なんです。他の企業の

ところではなかなか…。同じ電化製品やコン

ピュータ関係を扱っている量販店でも、そん

な差が出てきてしまうということがあります。�

安藤 ： 仕入れとロジスティクスのあたりでしょ

うね。�

大塚 ： はい。小売業のキーは、売れ筋商品を

いかに掴んで品切れしないようにするという

ことです。すべてにわたってそこが経営の

根幹ということで、ヨドバシさんはそれを生か

すためにＩＴをものすごく活用した。ベンダー

にとってみれば、活用どころか無理難題で

すよ。経営目標として８時間以内に製品を

供給できるように仕掛けをしろとなった場合に、

それをどう実現するか。私はこの経営者こ

そＩＴユーザーとしてのプロだと思います。�

�

�

�

�

大塚 ： 私がIBMの都市銀行担当のときに、

IBM本社がユーザーに揺さぶられたことが

あります。揺さぶられたというか締め上げら

れました。私はその現場を知っているので

すが、結局、IBMはユーザーに対応しました。

その結果、お互いにウィン・ウィンの関係になっ

たのです。対応してできたのが、IMSFP

（Information Management System 

Fast Path＝IMS高速パス）です。IMSFP

が世の中に出るきっかけは、都銀大手のA

銀行とB銀行という２つの銀行が第３次オン

ラインをやるにあたって100以上の要求項目

を挙げたことにあります。これをIBMが実現

して提供しないと我々は他のベンダーに行く、

というぐらいの強硬な姿勢だったのです。そ

のとき、日本語で箇条書きにした100以上の

項目の第１次翻訳を私がやりました。１次翻

訳というのは技術的にあるいは業務的に意

味のわかる翻訳をしないといけないもので

すから、エンジニアである私がお客様の日本

語の箇条書きを第１次の英語に直したわけ

です。私はその100以上の項目を見て驚きま

した。当時は1980年代の前半でしたが、

IBMというのは非常にパワフルに世界中で

仕事をしていたわけです。ところが、IBM本

社の向こう５年プランあるいは10年プランの

中に、その100以上の項目のレベルのものが

ない。つまり、IBMが考えて戦略的に準備し

ようとしていた製品やサービスよりも日本の

都市銀行の要求レベルが高かったのです。�

春日 ： なるほどね。それはしかし日本だけの特

徴ですか。�

大塚 ： ええ。特に銀行は。欧米は小切手社会

なので、リアルタイム性への要求レベルという

のは日本の銀行のほうが高いのです。�

安藤 ： ATMに関しても、たぶん世界でトップラ

ンナーですね。�

大塚 ： 超トップクラスです。で、結局、IMSFPと

いうものができました。このIMSFPの中には、

特徴的な機能としてはホットスタンバイがあり

ます。それからディスクへの入出力に１つの

コマンドで実は物理的に２つ書くという機能

も入りました。これは安全性、信頼性の問題

です。ホットスタンバイというのは、いわゆるア

クティブにいま動いているコンピュータの横

に同規模の同じアプリケーションで動いてい

るコンピュータを置いておいて、これが３秒お

きに、お前生きているか？とチェックするんです。

で、死んでいたらパッとコントロールを握って

しまうんです。これをホットスタンバイと私たち

は名付けました。�

安藤 ： まさしくノンストップでパラレルにというこ

とですね。�

春日 ： そういう手の込んだシステムを作るのに

は、いわばコストがかかるわけですね。その

コストはお客さんに要求されるんですか、サー

ビスとしてやってしまうんですか。�

大塚 ： 当時は、そのシステムはお客様の要求

です。IBMのシステムは、実はそういう機能

は持っていなかったわけです。計画上もなかっ

たのです。ただ、当時、私は金融機関スペシャ

企業の浮沈を分かつ�
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リストというタイトルも持っていて銀行サイドに

立ってＩＴ戦略を語れるレベルでやっていま

したので、ユーザーとしてそういう要求レベ

ルを整理するときには私たちも一緒でした。�

春日 ： そういういわば発注者と受注者側の非

常に密度の濃いやり取り、問答がお互いを

育てるという部分がものすごくあると思います。�

大塚 ： ありました。お客様も、非常に長い期間

の蓄積がある方もいましたし、IBMの新人

SEが行ったらとても歯が立たない人がいく

らでもいたわけです。そういう人たちに教え

られて育ったという面もあるわけです。私な

どもそうでした。経験のあるお客様と接する

新人時代は、やはり恐る恐るお話を伺うとい

う感じでした（笑）。�

�

�

�

�

春日 ： このあいだ、IBMさんの有力ユーザー

の人から、今日のIBMさんはかつてのようで

はない、ということを伺いました（笑）。�

大塚 ： プロジェクトの規模が小さくなったという

話は聞きます。IBMはなぜ世の中にあるい

はユーザーさんに信頼されたかといいますと、

組織の中にシステム・アシュアランスという監

査組織があるからなんです。提案書につい

てもそのシステム・アシュアランスが、たとえば

オンラインシステムはカントリーレベルレビュー、

それからそれ以外はリージョンレベルレビュー

というように、レビューを下すわけです。カント

リーレビューになると、こういう人たちが入っ

てチェックしないといけないというルールが

決まっていて、そのルールによるレビューをし

て承認を得る必要があります。そうしないと

提案書も出せないのです。IBMから出る提

案書はそういうレビューを受けてきているわ

けです。決してオーバーセールスでもないし、

価格にしても実現性にしてもプロジェクトの

プランとか提案内容に関してもまるまる信じ

ていいとお客様がおっしゃってくださったのは、

そういう組織が機能していたからなのです。

一方、我 は々大変です。「コンペティターと競

争するのに、そんなに厳しくチェックされては

堪らない」と言っていました。そういうのはさ

んざんありました（笑）。だけど結局、システム・

アシュアランスの言うことを聞かないとハンコ

をつかせてくれないのです。�

春日 ： 企業としての意思決定が上から下まで

通っているわけですね。�

大塚 ： そうですね。お客様に言わせると、それ

があるから信用できる。�

春日 ： そうでしょうね。�

大塚 ： それから今度は開発プロジェクトが始

まっても、各局面のチェックポイントは全部カ

ントリーレベルのレビューが入るのです。担

当者はまるっきり審問台に上がっているよう

なものです。裁判所での被告席みたいです

（笑）。で、徹底的につっこまれるのです。逆

に、その場で困っていることなどを正直にき

ちんと出すと、こういうサポートが要るよねといっ

たら、自分たちのチーム以外に、もう採算を

度外視したレベルでサポート体制がワッと動

き出すわけです。運用局面でもそれは同じ

です。�

もう20年ぐらい前ですか、IBMのユーザーだっ

たある銀行のオンラインが１時間半止まった

ことがありました。それをあるテレビが大々的

に報道しました。当日はそのテレビ局の給料

日だったのです。�

春日 ： その銀行はテレビ局の給料振込先ユー

ザーだったわけですね（笑）。�

大塚 ： ええ。それで、その日の夜、IBMの社員

が急遽200人集まりました。私は別の銀行の

担当でしたが、その一晩だけ招集されて問

題の銀行のセンターに行きました。そこで大

会議をやって、翌朝までに原因究明から対

策から全部終わってきれいにしました。これ

は特殊なケースかもしれませんけど、そういっ

たところがお客様から信頼された理由だと

思います。今は、プロジェクト規模が小さくなっ

たこともあり、かつてのシステムアシュアラン

スレベルで締め上げたら多くの仕事が止ま

りかねない、といわれます。�

春日 ： それだけ長尺もののシステムというのが

少なくなっている。�

大塚 ： 結局、クライアントサーバーがマルチベ

ンダーとかになっていったために、全体とし

てクォリティを下げざるをえない。意図的に

下げるつもりはないけど、そこまで丁寧にやっ

てられないという情況になったんでしょうね。�

安藤 ： それは、逆にいうとIBMだけの問題で

はなくて。�

大塚 ： そうですね。�

春日 ： イノベーションがそういうことをもたらして

きたという面があるわけですから。�

安藤 ： 以前はワンベンダーでほとんどやってい

たのがマルチになっているから、どこに責任

があるかって、非常にわかりにくい時代です。�

大塚 ： ユーザーがしっかりしていればいいん

ですよ。ユーザーがしっかりしていれば、マ

ルチベンダー、さあ、いらっしゃい、ですよ。む

しろ牽制し合って上手に、コストを安く、クォリ

ティはよく。ユーザーがプロフェッショナルで

あれば、マルチベンダーは決して悪いことで

はありません。�

�

�

�

�

大塚 ： 私の仲間で「ソフトウェア経済学」とい

う言葉を提唱し始めた男がいて、彼の話を

聞いたときにピンときたことがあります。１つ

の経営体の中でコンピュータを使っていれば、

当然その中で動くソフトウェアがありますね。

ところが、ソフトウェアって、バランスシート上

に出て来ないですよね。開発費もランニング

コストも経費扱いじゃないですか。先ほど「経

営とＩＴ」と言いましたが、要はソフトウェアは

バランスシートに反映されない程度の経営

資材でしかないねと。「ソフトウェア経済学」

というのは、ソフトウェアのクォリティをきちんと

計ろうということなのです。私はその彼と一

緒になって、貨幣価値に置き換えて資産勘

定にまで、ＩＴというかソフトウェアを持ち上げ

るところまでやろうじゃないかということを志

しました。で、そのことが少し認識され始め

ています。当然、財務上の技術というのはい

ろいろ必要だろうと思います。先ほどのヨド

バシカメラですよ。お互いに同規模で同じよ

うな事業をやっていて、ＩＴの中身が違って

いたために、10年間あまりの間に大きな経営

の優劣の差をもたらした。これをどう評価す

るか。�

安藤 ： だいぶ以前の話になりますが、三菱商

事に桑原さんという常務がおられました。こ

の方はすべて資産計上するということをや

られた方です。それで５か年で償却をして

いくんだと。それによってＩＴの効果というも

のが出る。償却も定率でやります。最初は

重いのですが、軽くなってくる。それでまた

新たな投資ができる。こういう予算の取り方

をしたので、三菱商事としてはＩＴ化が割合

ゆとりを持って進められるようになったという

お話を伺いました。�

　桑原さんは、その当時でたぶん日本の企業

で初めてCIOという言葉・肩書を使い出した

人です。その方が社長直轄でやられた時

期ですね。そうした立場にあって、クライアン

トサーバー系で、基本的にはメインのところ

はすべてIBMにアウトソーシングしようという

ことを決定した方です。�

大塚 ： なるほどね。じゃ、そういういい関係がずっ

と続いたんでしょうね。私は三菱銀行担当で

したが、呼ばれて三菱商事さんとのそういう（Ｉ

Ｔの経営への活用といった）話し合いの席

に出たことがあります。やはり認識のレベル

が高いですね。ＩＴというのは本当は経営に

すごい影響力を持っているのに、まだ中々…。

とにかく、情報システムをバランスシートに載

せるのはそんなに先ではないですよね。�

安藤 ： それはそうですよね。たしかに、ＩＴのキャ

ピタル化、たとえば情報システムの資産計上

が必要になってくるかも知れませんね。いまは、

人的資産、ヒューマンキャピタルに焦点が当

たってますが。�

�

�

�

�

大塚 ： 先ほどのセキュリティについては、2000

年代に入ってブームでワーッとやって、それ

で収まってしまっています。ユーザー全体を

100としますと、90数％のユーザーはセキュ

リティに関して、どうしよう、と。自分のところは

どうしたいという認識はあまりなくて、ほとんど

出入りのSIerさん、ベンダーさん任せです。で、

SIerもベンダーもそこそこのことをやってお

いて、OKになっているわけです。ところが５

％ぐらいの意識の高いユーザーは逆に、ＩＴ

のセキュリティに関してセキュリティのベンダー

にものすごい不満を持っています。�

春日 ： そうかもしれませんね。�

大塚 ： 物足りなさ。いまもまだ、どうしよう、って。

私がこれからやろうと思っ

ているのは、それに対

して答を出していこうと

いうことです。�

春日 ： セキュリティに関す

るそういう警鐘を鳴ら

すというか、地震にたと

えれば大地震がきたと

きに一体このままではど

うにもならないでしょうと

いうように啓発するの

が大塚さんの仕事のような気がします。�

大塚 ： そうですか。３年前に中越地震がありま

したね。あのときにテレビのニュースで、役場

の窓から水がドドッと入り込んでいる映像を

見た瞬間に、これは大変だと思いました。当

時、私は総務省にいましたから、サーバーは

どうなった？住民基本情報はどうなっている

んだろう？と心配しました。どこの自治体が被

害を受けたのか、、あとから総務省の中で、バッ

クアップ体制はどうなっている？総務省内で

情報を集める部局があるか？というと、ない、

情報が集まってこない、というわけです。情

況はどうだったかといいますと、結果は幸い

にして被害がなかった。停電でサービスが

止まったんですけれども、サーバーもバックアッ

プデータも物理的なこともひっくるめて幸い

にしてセーフだったのです。地震被害に遭っ

た地域の自治体の８割方が隣の市町村の

役場同士でバックアップデータを相互持ち

合いをしていたのです（笑）。隣同士の自治

体ですから、あの程度の広域であればお互

いに吹っ飛んでしまっている可能性があっ

たわけです。狭い地域の、隣の自治体との

持ち合いですから。�

安藤 ： なるほど。�

大塚 ： たとえば阪神・淡路大震災のときの神戸

などのように、もっと人が亡くなっていたら、戸

籍の回復が難しくなったりします。たとえば

私が大塚寿昭ですと名乗っても、要するに

人がたくさん亡くなってしまって近所で証明

してくれる人もなく、役場に行っても戸籍のデー

タがない場合は、あなたは本当に大塚さん

ですか？と言われたときに、さあ、どうしようと

いう事態が起きるわけです。ＩＴになったが

ゆえに、そういう情報を管理する役場の人

の責任意識が薄れていっています。ＩＴはブ

ラックボックスになっているために、その危う

さかげんがよくわかっていない。戸籍の原簿

が紙だった時代は耐火金庫に入れて、赤と

黄色の斜線を入れた短冊をピタッと貼りつ

けて、「非常時持ち出し」となっていた。そう

なると職員さんが命懸けでそれを持ち出し

て守った。地方自治体の役所の人にはそう

いう意識があったわけです。きちんと役割も

決めていたわけです。ところがＩＴになって、

サーバーの中に入ってしまうと、もう安心して

しまっているわけです。マイクロフィルムに年

に１回落としたりとか、あるいはバックアップを

とったり、あるいは紙にとったりというのは多

少はやっていたようですが、ルール化してき

ちんと、たとえば１年前のものに対して１年間

の移動内容はどう反映するんだ、という体制

はなかったわけです。�

春日 ： たとえば総務省のようなお立場から、そ

ういうことに対してガイドラインみたいなもの

を作って普及させていくというか……。�

大塚 ： まだ終わってないです。まだそこまで行

けてないです。強制できないのです。実は

自治体と総務省というのは、法的には五分

の位置づけなんです。本来は行政システム

監査あるいはセキュリティの監査というもの

を強権としてもっと持たせたいのですが、ま

だこれからでしょうね。�

安藤 ： なるほど、セキュリティ管理やリスク管理

といった問題は、役所においてもまた民間で

も道半ばといった感があり、本質的にはゴー

ルはまだまだ先にあるという思いがします。もっ

とお話を伺いたいところですが、時間となりま

したので、この辺りで終わらせていただきます。

本日はどうもありがとうございました。�

ＩＴ進化で情報管理の�
責任感が薄れ�
�
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�

�

�
　「Ｉ-ＱＭＳ月間」というのは、 �

１．全社員の品質意識の高揚、顧客満足、従業員満足の徹底、 

品質保証体制の確認、製品、サービスの質向上 ISO9000認

証取得後の品質レベル向上、協力企業の体質強化 �

２．経営方針の展開と成果の確認 �

といった要件を目的に実施しています。
�

　I-QMS事務局では、毎年I-QMSマネジメントレビューが開催さ

れる2月、8月を「I-QMS月間」として、品質意識の高揚、品質管

理活動の幅広い普及をめざし昨年8月から期間設定しました。�

　I-QMS月間では、各事業プロジェクトが、活動テーマを決め

テーマに沿った活動を行う行事として、I-QMS事例発表会を企

画。各事業部の改善活動事例発表を行う事により改善活動

のヒントを社内で共有することを目的としています。�

　今回の月間テーマは�

～見直そう！ I-QMS継続的改善の「プロセス」～�

　是正処置、予防処置及び改善活動が有効に構築され、是

正処置と予防処置の対象となる「対応が必要かどうか判断す

る仕組み」ができているかの見直しを行うきっかけにしようと、題

したものです。�

�

�

　事例発表会は、I-QMS月間終了を受けたかたちで9月6日の

午後、本社で開催しました。安藤社長らトップマネジメントから実

務者まで関係者が多数出席し、各事業部プロジェクトの改善

活動事例のほか、ＩＴＡ（*1）ＳＥ会議（*2）のワーキンググループ

の参加メンバーから活動状況の紹介も併せて行われました。�

*1 ： ＩＴＡ…ＩＴＡ（インフォメーション・テクノロジー・アライアンス）

は独立系情報サービス企業14社による任意の企業協業組織。�

*2 : ＳＥ会議…ソフトウェアエンジニアリング力の向上を目的とし

た活動。「見積」「プロジェクトの見える化」など、テーマ毎に

ワーキンググループを編成し活動中。�

�

　事例発表会の発表事項のタイトル、発表組織は表の通り

です。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　ここで、継続的な改善活動のため、「品質マネジメントの原

則」とされる８項目を紹介します。この「原則」は、顧客以外の

利害関係者すべてのニーズにも対処する一方で、顧客に焦点

を合わせることにより長期にわりパフォーマンスを継続改善する

ことを目的とした、組織の指導と運営のための総合的かつ基本

的な規則または信念を掲げたものです。�

 �

【原則1】－顧客重視�

組織は、顧客に依存しており、そのために現在及び将来の

顧客ニーズを理解し、顧客要求事項を満たし、顧客の期待

を越えるように努力するべきである。�

【原則2】－リーダーシップ�

リーダーは、組織の目的、及び方向性を一致させる。リー

ダーは、人々が組織の目標を達成することに十分に参画で

きる内部環境を創り出し、維持すべきである。�

【原則3】－人々の参画�

全ての階層の人々は組織にとって根本的要素であり、その

全面的な参画によって、組織の便益のためにその能力を

活用することが可能となる。�

【原則4】－プロセスアプローチ�

活動及び関連する資源が1つのプロセスとして運営管理さ

れるとき、臨まれる結果がより効率よく達成される。�

【原則5】－マネジメントへのシステム・アプローチ�

与えられた目標に対する関連するプロセスのシステムを特

定し、理解し、運営することは、組織の効果および効率を改

善する。�

【原則6】－継続的改善�

継続的改善は、組織の永久的目標でなければならない。�

【原則7】－意思決定における事実に基づくアプローチ�

効果的な意思決定は、データ及び情報の分析に基づく必

要がある�

【原則8】－供給者（協力会社）との相互互恵関係�

組織と供給者（協力会社）とは相互依存関係にあり、その

互恵関係によって両者の価値創造能力が高められる。�

�

�

　ＩＳＯに携わる身として、過去の経験基づき下記の事項をモッ

トーとしています。ご紹介しますと…�

①文書に仕事を合せるのではなく、仕事に文書を合せる。�

　➡仕事の手順になってから、手順を文書にする。�

②決めたことはやる。やらないことは決めない。�

　➡それは何のためにやるのか、よく考えよう。�

③ルールは活用するものである。�

➡ルールだからやるのではない。何かを成し遂げる目的のた

め作ったルールだから活用する、活用しても役に立たない

ルールは目的に沿うよう変える。�

�

　改善活動は一朝一夕に出来るものではありません、身近なプ

ロセスから目標・目的を意識し実施結果を分析評価し改善点を

見出したいものです。それが継続的改善の一歩になります。�

アイエックス・ナレッジ（株）では、今年からＱＭＳ活動の盛り上

げのため、社内の情報と認識共有を図るイベント「Ｉ-ＱＭＳ事例

発表会」を企画、このほど第２回発表会を開催しました。�

Ｉ-ＱＭＳ月間（２月・８月）のイベントとして実施したものですが、

業務品質向上への取り組み現場の状況をご紹介します。�

是
正
・
予
防
・�

改
善
は
有
効
か
…�

Ｉ-

Ｑ
Ｍ
Ｓ
事
例
発
表
会
を
開
催�

Ｉ-ＱＭＳ事例発表会�

�

「Ｉ-ＱＭＳ月間」とは�

継続的改善活動の基本を見直そう�
（品質マネジメントの8原則とは） ISO９００４:２０００より�

ＩＳＯと地道に付合うために�

事
業
統
括
本
部 

Ｐ
Ｍ
Ｏ
室
／
I-

Q
M
S
事
務
局
長�

下
地 

英
輝�

発 表 内 容�

ＡＡプロジェクトにおけるシステム運用�
支援サービスの取り組みについて� 第4事業部�

第3事業部�

ＩＴＡ ＳＥ会議 各ＷＧ活動報告�

ソフトウェア プロセス改善�

第1事業部�分散型システム移行における品質�
維持及びサービス向上対策�
�

第3事業部�Ｓプロジェクトにおける�
業務プロセス改善活動�

第2事業部�Ｂ社へのＩＴ事業支援プロジェクトに�
おける品質向上施策について�

第5事業部�プロジェクト・モニタリングへの取組み�

ＩＴＡ ＳＥ会議�
　・見積りＷＧ　　�
　・見える化ＷＧ�
　・ＥＴＳＳ、ＥＴＥＣ�
　  導入検討プロジェクト�
�

発 表 者�No

1

2

3

4

5

6

7

（I-QMS＝IXKnowledge Quality Management System）�
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ビジネスマンの
心の健康
ビジネスマンの
心の健康

自分の健康は自分で守る
̃ストレス耐性を高めセルフコントロールで免疫力向上を～

◎メンタルヘルスケアの意義と重要性 ◎働く人のメンタルヘルスの現状

◎今、職場で何が起きているのか

◎過重労働による健康障害防止のために
　会社はなにをすべきか

◎心の健康づくりに私たちは、そして会社は
　どのように取り組めばいいのだろうか

 メンタルヘルスにおいて大切なこと

自分を知る。
自分を大切にする。
自分の自然治癒力を信じる、向上させる。
自分らしく、生きたいように生きる。
相手の存在を認める・大切にする・支える　
セルフコントロールで、よき他者と共に生きる。

このコーナーは、ビジネスマンの健康問題の中でも、いま喫緊のテーマとなっている
「心の健康」の問題について、ＩＫＩ社員相談室の長橋輝明カウンセラー
（心理相談員・キャリアコンサルタント）がシリーズで解説します。

・うつ病等の精神障害疾病を
業務上の災害（労災対象）とする基準を拡大
厚生労働省が「心理的負荷による精神障害等に係わる業務上外の判
断指針」を発表（1999/9/15）

・大手広告代理店社員の過労死認定判決
社員の自殺は企業側の安全配慮義務違反による過労死と認め、最高裁
はその企業に対し損害賠償1億6千万円を命じた（2000/3/24）

・関連法令の強化・厳しい判例
残業が100時間を越える社員に対し、医師の面談を義務化（2006/4/1
施行）これにあたる社員が自殺した場合は労災認定に。
兵庫県の保育士の判例では退職後（1ヶ月）であっても労災の判決が
下った。

・自殺者数9年連続3万人超え
’98年から急増、特に40，50歳代の自殺が急増
1998年は金融機関の破綻が相次ぎ自殺者が3万人を超える変化の年
であつた。1998年以降、働く人の意識には自信の欠如（自己不確実、劣
等感、弱志）と不安格差（抑うつ、不安、偏倚）が生じており、職場全体の
メンタルヘルスを低下させている｡（社会生産性本部 2006/9/4）

過労死・精神障害などに関する主な動き

5年おきに実施されている労働者健康調査状況（厚生労働省2002年）
によると、仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスがある労働
者の割合は増加傾向に有り、直近2002年では60％を超えています｡ 
原因としては、男性では1位「会社の将来性」、2位「仕事の量」、3位「仕
事の質」、4位「職場の人間関係」の問題、女性では1位「職場の人間関
係」、2位「仕事の量」、3位「仕事の質」、4位「仕事への適性」の問題と
なっています｡
このような状況のなかで、別の調査では職場においてコミュニケーショ
ンの機会が減り、助け合いが少なくなっているという指摘もあります。

【職場のストレス状況】

厚生労働省の発表（2007/5/16）によれば、過労で脳・心臓疾患を発症
した人（過労死）および過労で精神障害になった人の労災件数がいず
れも増加しています。
過労死件数は、前年度比7.6%増で50歳代が最も多く、精神障害等の件
数は、前年度比61%増で、年齢別では30歳代が4割を占めています。

【働く人の精神疾患などの状況】

●ラインケアへの支援・・・年2回、管理職者向けのメンタルヘル
ス・セミナーを実施
●事業場内資源によるケア・・・産業医による健康相談のほか、
2007年からは、メンタルヘルス相談者向けに社員相談室を本
社に開設 
●事業場外資源によるケア・・・ＴＪＫ（東京都情報サービス産業健
康保険組合）のメンタルヘルス相談室との連携
●セルフケアへの支援…2008年春にＷｅｂによるストレスチェッ
クを実施予定

主な活動

　労働人口の減少、産業構造・就業構造の変化、グローバル化による
企業間の競争激化、成果主義の導入などに伴い、働く人は常に生産
性・効率性などが求められ、余裕の無いストレスフルな職業生活を余
儀なくされている状況があります｡それまで働く人の過労死や精神
病の発症などは、個人の問題として扱われてきましたが、その件数の
増加が顕著になった’90年代後半から、政府・行政は「病前性格など
の個人的要因だけではなく、社会・経済的環境の影響が大きい」とし
て、過労死や精神障害問題に対して、「働く人の心の健康づくり」を
推進していく方向に大きく舵をきりはじめたところです。また企業に
おいては、その社会的責任、法令遵守、リスクマネジメントといった観
点から、メンタルヘルス対策の意義と重要性を認識し始めているとこ
ろです。

　社会情勢、労働環境などの急激な変化に伴い「働く人のストレス、
心の健康問題が深刻化している」といった指摘や報告が多方面から
なされています。こうした状況下で、経営層や管理監督者には、職場
のメンタルヘルスに関して、現状を踏まえた改善に向けての取組み
が求められています｡

20世紀後半、産業の近代化に伴う過度な分業化と標準化が進み、働
く人の間に「仕事からの疎外感」や「働く意味の喪失感」が広がりま
した｡社会経済生産性本部は1998年を境に職場のメンタルヘルス
が悪化しているとその調査結果（2006/9/4）を発表しています。今
や労働環境を見直し、職業生活の質（Ｑuality of Ｗorking Ｌife）を高
めることが必要になってきています｡

　脳・心臓疾患の発症は、本人やその家族はもちろん、企業にとって
も重大な問題であり、社会的にもいわゆる「過労死」として大きな問
題になっています｡
厚生労働省は「企業が取り組むべきこと」をガイドラインとして以下
のように示しています｡
　①時間外・休日労働時間の削減
　②年次有給休暇の取得促進
　③労働時間等の設定の改善
　④健康管理体制の整備、健康診断の実施など
　　　　　　　  「過重労働による健康障害を防止するための

事業者が講ずべき措置」（厚生労働省2006/3/17）

　企業が行うべき「働く人の心の健康の保持増進」のための厚生労
働省のガイドラインでは、そのなか大きな柱のひとつとして「4つの
メンタルヘルスケアの推進」を示しています。
　①セルフケア…社員自らが行うストレスへの気づきと対処
　②ラインケア…職場の上長が行う職場環境などの改善と相談対応
　③事業場内資源によるケア・・・産業医や相談室が行う専門的ケア 
　④事業場外資源によるケア・・・健保組合や専門医療機関の活用
　　　　　　　     「労働者の心の健康の保持増進のための指針」

　　　　　　　     （厚生労働省2006/3/31）

　アイエックス・ナレッジでは’03年、社員側からの健康管理に関す
る提言を会社に反映させることを目的とした、社員による社員のた

めの委員会「健康管理委員会」を設置しました。さらに’06年、社員
のメンタルヘルスケアための「社員相談室」を開設しました。今後
は、これらと人事担当部署との連携で、社員の健康の保持増進に役
立つ取組みを継続していきます｡

「セルフコントロール出来る力をつける」
　ストレスへの対処で一番大切なのは、休養、睡眠、食事、規則正しい
生活。これが基本です｡
　さらにすすめて、ストレス耐性の強化、心身のセルフコントロール、
免疫力の向上などには以下のリラクセーション法が有効です｡是非
お試しください。

◎わが社の取組み

◎あなたにもできるセルフケア

①呼吸法（深くてゆっくりした呼吸）・・・今すぐ出来る
②筋弛緩法（“筋肉を緊張させる＆ゆるめる”を繰り返す）…　
今すぐ出来る
③ヨガ・・・すぐ開始でき、リラックス感もすぐ得られる
④自律訓練法（自己催眠的）・・・教わればすぐ開始出来る（リラッ
クス感は2週間～2ヶ月後）
⑤気功・・・ある程度の訓練が必要
⑥座禅・・・長期の訓練が必要
⑦その他いろいろなセラピー（アロマ、カラー、メイク、アニマル、
音楽、森林などなど）

1no .

テーマ

ＩＫＩ社員相談室カウンセラー
長橋 輝明氏

■メンタルヘルスへの悪影響が考えられる要因
●不況時のリストラの後遺症と成果主義・・・正社員の減少→作業負
荷の増加→ストレスの増大
●就業構造の変化…派遣、契約社員の増加→指揮命令系の混乱、帰
属意識の低下
●職場での支援力低下・・・マネージャーがプレーイングマネージャー
に。部下の面倒を見る余裕がなくなる
●市場での厳しい競争・・・厳しい品質管理と納期達成が求められて
いる
●コミュニケーション能力低下・・・コミュニケーション力の低い部下・
上司間の伝達力に問題

さあ、あなたも
セルフケアをして
健康な毎日を過ごし

ましょう！
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�

�

　ＩＫＩキャリアを一言でいうと「一人ひとりが歩んできた過去と現

在を一元化した箱」といえるでしょう。�

具体的には・・・�

�

�

�

�

�

�

�

�

　これらを全て一元化し、Webでの参照・更新を可能にしたシ

ステムがＩＫＩキャリアです。�

�

�

（1）人材育成の観点�
　外的要因に左右されず、社員一人ひとりの能力を最大限に

引き出す為には、内発的な動機付けが必要であると考えます。�

　そこで、内発的動機付けを生み出す為の3つのサイクル（強

いストレス耐性を養うサイクル、自身で学習意欲を促進するサイ

クル、上司が後押しするサイクル）を用意しました。�

　3つのサイクルが循環する事により内発的動機付けを生み、動

機付けによって現在の業務遂行時に効果的な変化を生み、さらに

は事業戦略へ貢献するものと考えます。この3つのサイクルの内、

「上司が後押しするサイクル」をまわす環境がＩＫＩキャリアです。�

　上司が後押しするためには、対象者本人を現在のみならず、

過去の経験も含めて充分に知る必要があります。�

　しかし、上司がたとえよく知っていると思っていても、対象者

本人の過去の経験・活用したスキル・教育等を全て詳細に記

憶するということは不可能といわざるを得ません。�

　そこで、IKIキャリアに格納されている必要な情報を活用する

事によって、「上司が後押しするサイクル」を円滑にまわすため

の基礎情報を得る事が可能となります。�

�

（2）知識共有の観点�
　人材育成は事業戦略のもとに存在しうると考えております。

従って、各個人の人材育成において活用される情報は、事業

戦略でもまた活用されなければなりません。個人のもつ知識や

スキルを組織で共有し、組織の知識として活用する為には、誰

がどのような知識・スキルをどの程度修得しているかを速やかに

知る必要があります。�

　IKIキャリアにはその機能を持ち合わせています。IKIキャリア

において、自由に検索条件を設定し、必要な知識やスキルを持

つ人材を速やかに知る事を可能にしています。�

�

�

�

　IKIキャリアが3年先も5年先も社内で充分に活用される為に

は、格納される情報が新しい状態である必要があります。その為

に、更新タイミングを定め運用を始めております。�

　生まれたばかりのIKIキャリアを育て、より人材育成に有効で

あるように、より組織の知識データベースとしての役割を担える

ように、継続的な改善を行なう事を考えております。�

　IKIは人を育てることを大切にする会社です。そして、人を育て

るという事は、お客様により良いサービス、より良い製品（システ

ム）を提供し続ける源であると信じております。�

�

　アイエックス・ナレッジ（株）人事部は人材教育研修などを主業務とする子会社、（株）ＩＫＩアットラーニングと共同で、エン

ジニアなど社員の業務履歴、スキルレベル、資格など個別情報をストックし閲覧・更新できる「ＩＫＩキャリア」システムを構築

し運用を開始しました。今後システムを順次充実し、“人財”の育成・有効活用に活かす計画です。システムの概要につい

て、プロジェクトをリードする松井睦子・ＩＫＩアットラーニング教育ソリューション事業部長がレポートします。�

ＩＫＩアットラーニング  教育ソリューション事業部長　松井 睦子�
�

�

I K I  C a r e e r

1 2

3

・ 過去にいつどのようなプロジェクトを、どのような職務で、ど
のような業務を、どのような知識やスキルを駆使し、過去にど
のような教育を受け、またどのような資格をいつ取得したか？�

・ そして過去に社外で行った活動、表彰、論文講演はなにか？�

・ また、現在どのような技術、知識、ビジネススキルがどのレベ
ルまで達しているのか？�

・ ITSSのどの職種においてどのようなスキル項目がどのレベ
ルにあるのか？�

事業戦略へ貢献�

現在の環境を克服し、効果的な変化を生む�

内発的�
動機付け�

上司が後押し�
するサイクル�
有能さと自己決定を�

実感する�

自身で学習意欲を�
促進するサイクル�

向上心と�
競争心を生む�

強いストレス耐性を�
養うサイクル�
健全な精神による�
人間力を養う�

ストレス耐性の向上�

スキル目標設定�

スキルの向上�仕事、責任、承認、達成感�

スキルを考慮した最適配置�

IKIキャリアの活用�

IKIキャリアの活用�
コーチング研修、マネージャー研修�
�

人材育成計画策定�
各種研修の実施�
受講環境の整備�

メンタルヘルスマネジメント�
キャリア＆セカンドライフ�

スキルチェックの実施と活用�

Knowledge Report vol.1413 Knowledge Report vol.14 14



　ソフトウェア保守というと、受身の些か暗い業務といったイメージがありますが、今日の社会

において、システムを構成するソフトウェアが全て新規開発で行われているわけではなく、ソフ

トウェア保守を如何に効率的・高品質に行うかによって、システムの信頼性も大きく変わって

きます。今回は、規格の紹介を行いながら、ソフトウェア保守の本質に立ち入ってみます。�
田中 一夫�
（第3事業部 理事）�

�

シリーズ  ＩＴフォーラム  1

IT FORUM

実社会の
進化を映す

�

�

�

�

�

　JIS X 0161:2002（ISO/IEC 14764:1999）をご存知ですか？�

　JISあるいは、ISOというと9001あるいは14000を思い描く方

が多いと思いますが、ソフトウェア保守以外にも、いくつかの参

考になる規格があります。思いつくまま、ListUpします。�

　まず、①ソフトウェアライフサイクルプロセス（JIS X 0160 

ISO/IEC 12207）、②システムライフサイクルプロセス（JIS X 

00170 ISO/IEC 15288）、③ソフトウェア製品の品質：第一部：

品質モデル（JIS X 0129-1 ISO/IEC 9126-1）―の3つのJIS規

格をあげてみました。始めのふたつですが、「SLCP」（Software 

Life Cycle Process）といえばこのふたつの規格のうちのどちら

かを指しています。３番目は、品質モデルで、品質って何なの？と

いう場合に、参考になる資料です。�

　ここに書いたように、JIS X規格は、ISO/IECの翻訳版になり

ます。この意味は、グローバルな世界での共通用語として、JIS 

X規格が使えるという事だともいえます。なお、インターネットで簡

単にJIS X規格の資料が閲覧できます。�

〈日本工業標準調査会 JIS検索ページ〉�
http://www.jisc.go.jp/app/JPS/JPSO0020.html�

�

�

�

�

�

�

�

�

　さて、始めから横道にそれましたが、話をソフトウェア保守に戻

します。ソフトウェア保守は、ソフトウェアライフサイクルプロセス

（JIS X0160、以降SLCP）を読むと、「保守者が、ソフトウェア製

品の現状を維持し、適切な状態を保つようにするための修正を

管理することである。このプロセスはソフトウェア製品の移行、

及び廃棄を含む。」と書かれています。つまり、ソフトウェア製品

を作り上げたら、移行作業を行って運用に入るのですが、この移

行作業から廃棄までを保守プロセスの範囲といっています。�

　ここから、導き出されるのは、ソフトウェア開発よりソフトウェア

保守の方が遥かに長い期間、ソフトウェアと付き合う必要がある

という事です。日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）の「ソ

フトウェアメトリクス調査２００７」によると、ソフトウェアを作り出す

のに平均５億円、その後の維持（保守）で約５億円とのアンケー

ト結果が出てます。つまり、開発費用と同じ費用が保守でもかか

るといえます。�

　また、残念な事ですが、「ソフトウェア保守」と呼べば良いの

に、「保守開発」「改良保守」等の呼び方をしています。冒頭で

触れたように、これはISO規格となっており、グローバルな開発が

行われている現在、日本固有の用語は無意味だと思います。�

　別の調査結果では、ソフトウェア保守プロセスの標準化が済

んでいる企業が2割強あり、整備中の企業が3割強、残りの4割

は標準化していないそうです。ここでのプロセスの標準化とは、

保守作業を効率的に行うための標準化であり、4割の企業が保

守プロセスを標準化していないという結果には、驚愕しました

（142社からの回答結果です）。では、保守プロセスを、どう作れ

ば良いのだろうか？  ここで登場するのが、JIS X0161です。�

�

�

�

�

�

�

　先ず、このJIS X0161についての注意事項を挙げます。この

規格には書いてありませんが、JIS化の担当者に聞いたり、規格

を読んで気付いた点です。�

　1.プロセスやアクティビティの記述は、実施順序ではない�

つまり、「このプロセスで実施しなさい」ではなく、「このプロ

セスがあるでしょう」というスタンスです。�

　2.リスト表記（－）で示すタスク等は、例示である�

全てが網羅されてるわけではありません。�

　3.役割は、開発者・保守者・運用者・利用者の役割毎に抽象

化した作業を記述している�

　さて、簡単な前提事項を念頭に、JIS X0161を解読してみま

しょう。最初に序文や目的があり、次に定義（用語）があります。

この中では、保守の分類を「訂正保守」と「改良保守」があると

いってます。さらに、「訂正保守」は「是正保守」と「予防保守」

に分れ、「改良保守」は「適応保守」と「完全化保守」に分類さ

れます（図１ 参照）。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　「是正保守」は、引渡し後に発生した問題の修正です。引渡

しは通常、移行後でしょうから、カット・オーバー後に発生した障害

の修正です。「予防保守」は、基本的には、「是正保守」と同じ

ですが、障害が顕在化されておらず、発見された修正です。テス

トを行っていて、運用状態では発生してないが、テストで発生した

障害の修正です。「適応保守」は、比率的には一番多い、機能

追加・機能拡張等と言われている、修正です。「完全化保守」

は、ソフトウェア性能または保守性を改善するための修正です。�

　ここで、現実に戻ってみると、日常使っている用語とJISで定

義された用語の差異がある事を理解されたと思います。可能な

ら、JIS用語を日常用語にしておくと、今後のGlobal Software 

Developmentにおいて有益です。�

　本題のプロセスの説明に入ります。図２（次頁）を見てくださ

い。移行以後の保守におけるプロセスが書かれています。くどい

ようですが、ここで述べてるプロセスは、「厳守しなさい」ではなく、

「保守プロセスにはこの様な作業があるでしょう」という規格です。�

JIS規格と
ソフトウェア保守1

ソフトウェア
保守のプロセス3

ソフトウェア�
保守の本質 �

�

ソフトウェア
保守の現状2

■図１ ： 保守の分類とタイプ��

是 

正�

予 

防�

適 

応�

完
全
化�

訂 

正�

改 

良�

修正依頼�

分類�

保守の�
タイプ�

※このSiteで検索されたJIS規格は、閲覧のみです（印刷はできません）。印刷

を必要とする場合は、日本規格協会のホームページより購入してください。�

�
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�　最初に書かれているのは、「プロセス開始の準備」です。ここ

では、保守プロセス内で実行されるべき計画や手続きを確立し

ます。ここは、当該システムの保守を開始する際に確立する箇

所です。次からは、サイクルに回ることになります。「問題分析及

び修正の分析」で、問題とは、一般に故障、障害、不具合、事故

等と色々な呼び方をされてると思いますが、ここでは「問題」と言

います。リリースしたシステムで何らかの問題が発生した場合

は、「問題報告書」が発行され、問題の原因分析を行い訂正案

を作成する。修正も同様に、「修正依頼書」が発行されるので、

どんな修正をすれば良いか案を作成することになります。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　「修正の実施」ですが、ここは開発プロセス（JIS X0160）に

おいて、実際の修正を行います。開発プロセスで修正・テストが

実施されれば、その出来上がったシステムをレビューして受け入

れるのが、「保守レビュー及び受入」となります。通常のプロセ

スの最後に、準備できたソフトウェアを「移行」する事で、本番環

境に取り込みます。�

　「廃棄」は、ソフトウェア製品が不必要になった場合に、廃棄

することです。�

�

�

�

�

�

�

　部分的には触れてきましたが、沢山の課題がある中で、とくに

重要な課題を述べます。まず、ソフトウェア保守に関しては研究

が少なく関連論文も少ないのが実情です。結果として、ソフト

ウェア保守のQCD（品質・コスト・納期管理）向上のための方

策は、出てこない状況です。�

　同様に、ソフトウェア保守に関する書籍も少なく、アマゾン・

ドットコムで「ソフトウェア保守」を検索すると、12冊しか検索でき

ません。数年に一冊の割りでしか出版されていません。この事

実は、ソフトウェア保守に関して、自主勉強する機会が少なくな

るともいえます。�

　3番目の課題が（これが一番大きいと思うのですが）、現場の

技術者が忙しく、セミナー・フォーラム・技術者交流などに参加で

きず、技術の進展が見られない事があげられます。�

　以上、デメリットを書きましたが、先ほどのJIS X0161の浸透

によって、これらの課題が解消されることを信じたいという思い

です。�

�

�

�

�

�

　ソフトウェア（システム）は、実社会の写像であり、実社会は常

に進化（変化）し続けるので、ソフトウェアも進化します。当たり

前の話ですが、作り上げたソフトウェアは、長い間、稼動した方

が効率的であり、さらにソフトウェア保守費用が少ない方が、より

効率的となります。�

　企業活動を行うにあたり、ソフトウェアは必須になっています。

業種によって比率は違いますが、必須である以上、効率的で効

果的なソフトウェアが良いわけで、ソフトウェア構築費用だけに

着目しがちですが、ソフトウェア保守費用にも着目しなければなり

ません。�

�

�

ソフトウェア保守
の課題4

ソフトウェア保守
の本質5

●参考文献�
・「JIS X 0160-1996 ソフトウェアライフサイクルプロ
セス」日本規格協会�

・「JIS X 0161-2002 ソフトウェア保守」日本規格協会�

・「ユーザ企業 ソフトウェアメトリックス調査2007」社
団法人  日本情報システム・ユーザ協会（JUAS）�

・「ソフトウェア開発データ白書2007」独立行政法人
情報処理推進機構  ソフトウェア・エンジニアリング・
センター�

■図2 ： 保守のプロセス�プロセス開始�
の準備�1

廃棄�6 移行�5

保守レビュー�
及び受入れ�4

修正の実施�3

問題分析及び�
修正の分析�2
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　毎週土曜日の午後と日曜日及び祝日に、小学校のグ

ランドで小学生を相手に軟式ボールを追いかけている。�

　チーム名は「平塚富士見ホ－ムランズ」。�

　部員は小学1年生から6年生まで約30名。贔屓目に

見ても強くない。まあ普通よりちょっと弱いチ－ムかな。�

�

�

　７月に市内の夏の大会（子供たちにとっての甲子園

大会）があった。１回戦は弱いチームとの前評判で臨

んだ相手だったがピッチャーが不調で苦戦し、やっと

の思いで勝った。やっぱり野球というか勝負は、やって

みないとわからない。これは仕事も同じだが。�

　２回戦は、優勝したチームと当たり、善戦したけれど

負けた（勝てるチャンスは十分あった）。でも次に繋が

る収穫はあった。�

　スタッフは監督／コ－チが4～5名。あとは部員の親

が手伝ってくれる。私の役割は、コーチ兼スコアラー。コー

チの仕事は多い。�

・ノック（うまくない子も使わないといけないので、 特に

外野ノックはピンポイントで子どもが捕れるように打ち、

自信を付けさせる）�

･バッティングピッチャー（1日100球以上投げる時もある

➡ど真ん中に投げても中々打ってくれない）�

･守備要員  Etc.

　色 な々事をやらないといけない（職場の事業グルー

プと似ている）。だから夕方、 家に帰るとヘロヘロ。�

　そんなに疲れるのに、次の日はまた子ども達と野球

をしに出かける。�

　女房からは、そんなに無理しなくても、と言われるが、

でも出かける。�

�

�

　会社に行く時は、目覚めは悪いが、野球の時は早く

目が覚める。�

　何故だろう？�

　理由を考えて見ると野球とは点取りゲ－ムであり、勝

負がはっきりしている。�

　また、団体競技でありながら、個人競技の色合いも

ある。たとえば、守備で自分の所に来たボ－ルは、自分

が取らなければアウトにできない。�

　攻撃では、バッタ－ＢＯＸで投手の投げたボ－ルは自

分が打たなければならない。でも試合に勝つためには

全員が協力し、一つにならなければ勝てない。�

　要するに、個々の責任がハッキリしているし、かつ全

体のチームワークが必要。�

�

�

　これは、自分の性格にあっていると思うし、会社で仕

事をする上でも通じるものがあると思う。�

　私が担当する業務グループのメンバーには、事ある

ごとに、「仕事は、野球のチームプレーのようにやって

ほしい」と説いているのだが、なかなか仕事と言うボー

ルをうまくさばいて守備連携してくれないことがある。カ

バーが出来てなくて失点につながりかねないケースも

あり、結局、私なりリーダがバックアップに回ることもある。�

　また、グループメンバー対しては、日ごろから「ちょっと

上のレベルのノック」を打って、仕事のレベルアップを

図れるよう心がけているが、これがまた、なかなか難しい。�

　早く、強い(スキルの高い)チームになって欲しいと思

いつつ、また子供達の真剣さ、取込む姿勢を見習って

欲しいと思いながら、今日もグランドに通う日々 である。�

　つぎの日曜日から秋の大会が始まる。さあ、今度こ

そは、優勝を目指して子供たちともっと練習しよう。�

（第2事業部組込設計グループ長）�

columncolumn

少年野球�少年野球�

「自信」つけさせるコーチ業�
�

個々の責任とチームワーク�

守備連携とカバーで失点防ぐ�
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